
書式第 12号 (法第 28条関係 )

令和 2年度

事 業 報 告 用

事 業 報 告

盤赳塵塾歴ユムと.Ш量生L虹

1 事業の成果
令和 2年度は昨年度に続き、新型コロナウイルスの影響もあり、活動の縮小を余儀なくされた。青少
年・少女を対象としたサッカークラブ事業では、4,5月 は活動自粛となり6月 から活動を再開したが、
グラウンドの確保がままならないなど通常時の活動とはかけ離れた状態での再開となった。そんな状況
ではあったが、少年・少女の心身の健康を保つために、リモー トトレーニング等を織り交ぜながら、活
動機会の提供を継続した。その他、広く地域住民がスポーツに触れる機会を提供するために開始した施
設貸出事業は、4期 目を迎え、9月 に新スタジオヘの移転を行つた。 1日スタジオより広くなったことも
あり、新規の利用者が微増、定期利用者も継続して利用。しかし施設も整い、活動が通常時に戻りかけ
ていた年明けの緊急事態宣言発令に伴い、各事業の縮小を再度余儀なくされた。令和 3年度は、引き続
き新型コロナウイルスの影響は続くが、少年・少女、地域住民への活動の場を提供することを第一とし
て活動を行っていく予定。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業              (事 業費の総費用 【15,285】 千円)
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青少年・少女
を対象とした
サッカークラ
ブやスクール
運営など、青
少年 :少女の
健全育成に関
する事業

FC LIGAR
選手コースの運営

年間を通 じ

て随時実施

荒川 区内の

小 中学校や

公共施設 (荒
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の文武両道の
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的支援に関す
る事業

実施しなかった
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区・葛飾区付
近に在住の

中学生。高校
生

0

公共のスポー
ツ施設等の清
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営整備等に関
する事業

実施しなかった
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及び貸出、ま
た、スタジオ
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ベン ト主催や
各種スポーツ
教室の運営な
ど、地域スポ
ーツ文化の醸
成・発展にか
かる事業

当法人のスタジオ、セ ミナ
ールームを一般利用者向け
に貸出し、多くの人がスポ
ーツに触れる機会を提供し
た。

年間を通 じ

て随時実施

自社スタ

ジオ

・セ ミナー

ルーム

1人

一 般 利 用

者・定期利用

者

不特定多数 5,528

スポーツ指導
者 の待 遇 改
善 。社会スキ
ル向上のため
の、各種パー
トナー企業ヘ
の人材派遣等
の協同運営事
業

実施しなかった
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事業

(2)そ の他の事業 (事業費の総費用 【    】千円)
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書式第 13号 (法第 28条関係)

令和 2年度

事 業 報 告 用

活動計算書 (その他事業が生登場合)
116-act
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賛助会員受取会費
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青少年・少女を対魚としたサッカー‐クラブやスクール運営など、書少年・少女の腱全育成に関する事業

サンカーー及びその他スポー‐ツに取り組む機会の提供による人々の心身の健康促進や腱全青成に関する事業

青少年・少女の文武日道の実現に必要なノーシャルスキルを身に付けることを日的として教
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支援:こ開する事業

スポーツ指導者の持遇改善・社会スキル向上のための、各種ハー トナー‐企業への人材派遣等の協同運営事業
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書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和2年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人  116-activi

9,668,394
595,520
199,800

金

用
金

預
費

入

金

払
収

現
前
未

日

出資金

敷金

330,000
10,000
320,000

10,793,71【A】 資 産 合 計 ①+②

ヨー 1】 日  1日  |

未払金

未払法人税等
未払消費税等
前受金

1,419,

70,000
480,100
1,195,100

長期借入金 4,904,000

4_904_000 4_904_00(

巨 優 合 計 ③ + 8_lb4_′ 1′

2.638.997

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 10,793,714



令和 2年度  計算書類の注記

特定非営利活動法人 1 16-activity

重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO法人会計基準(2010年 7月 20日  2011年 11月 20日 ‐部改正 NPO法 人会計基準協議会と
「中小企業会計に関する基本要領」によつています。
(1)資産の評価基準及び評価方法
・有価証券の評価基準及び評価方法

総平均法による原価法を採用しています。
(2)固定資産の減価償却の方法
・有形固定資産

定率法を採用しています。ただし平成lo年 4月 1日以降に取得した建物 (建物附属設備を除く)

並びに平成28年 4月 1「]以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法を採用しています。
・無形固定資産

定額法を採用しています。
(3)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

2.事 業別損益の状況

3.施 設の提供等の物的サービスの受人の内訳

省 常 方 法

な し

使途等が制約された寄附金等の内訳

使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は2,638,997円 であり、年度末に使途が制約されたIE味財産はありません。

合 計

4

科 目 サ ッカークラブ事業 施設貸出事業 事業部門計 管理部門 合計

14_334_500 14.334.500

3.778.998

5.982.734

6.466.298

32_446

81_704

29.986 289.014 319.000

1.335.098

15.332 135_748 151.080

76.625

494.400

1.550.250

279.610 279_610

168.929 168.929

103_925 103.925 1_001.665

165.066 183.750 348.816

3.425 33.014 36.439

経常収益

受取会費

受取寄附金

受取助成金等

事業収益

その他収益
為替換算差益
経常収益計

Ⅱ 経常費用
(1)人件費
役員報酬

給与手当

人件費計
(′ )その他経費
外注費

旅費交通費

通信費

交際費
会議費

減価償却費

施設利用賃借料

地代家賃

保険料

水道光熱費

消耗品費

租税公課
広告宣伝費

支払手数料

諸会費

新聞図書費

雑費

支払利息
固定資産除却損

その他経費計

経常費用計
当期経常贈減額

法定福利費
福利厚生費

14.334.500

1.831.998

1.451.632

1.947.000

4_531_ 102

2,795,196 :

862.275 362.275

5_759_618

103.959 136.405

63_695

取 得 減 少

3,429,752

0

3,429,752

0

建物附属設備

ソフトウェア
定資産

5.固 定資産の増減内訳



6.借 入金の増減内訳

長期 1晋入金

合計

3.896.000 1.560.0(X) 552_000 4.904.000

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項

事業費と管理費の按分方法

(1)事 業の従事状況により配賦しております。
(2)非収益事業と収益事業 (施設貸出事業)の共通費については、 F記の基準により按分し、管理費と収益事業の事業費に計 liしています。
C本社に係る地代家賃・減価償却費・水道光熱費・長期前払償却・固定資産除却損・家賃支援給付金 :利用面積比
②その他経費 :純売 L高比

科 目
計算 書類 に計 L
大h■ 谷箱

内役 員及 び近親
者 ルの前 日|

101,462 40,320

(活動計算書 )

管借 対昭寿許

活動計算書計

(貸借対照表)

未払金



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和 2年度 財産目録
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人116-activi

L』 ] |二 1 金  額 ′:ヽ   lHト 合   計

現金預金
手元現金

東京三菱UFJ銀行普通預金

東京三菱UFJ銀行普通預金

城北信用金庫普通預金

67,957
4,518,980
2,325,004
78,388
065

前払家賃
前払サッカークラブ登録費用

176,000
419,520

施設貸出事業未収金
サッカークラブ事業未収金

135,300
64,500

3
出資金

城北信用金庫
敷金

10,000

000

10.403.′ 1`

330_000

【A】 資 産 合 計 ①+② 10,793,714

【E -1】 負 債 の 部

未払金

職員立替経費
水道光熱費 3月 分
社会保険料 3月 分
NTT電話代

101,462
15,

85,366
16,300

サ カ ー

未払消費税等

前受金

サッカークラブ事業翌年度分前受金
預り金

70,000

480,100

1,195,100

長期借入金
日本サッカー協会
城北信用金庫借入金

1,560,000
3,344,000

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 8,154,717

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 一 【B-1】 2,638,997



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 2年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

特定 J卜営
1禾
11活
.動
法人116-activity

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

M以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第20条関係)
7各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに

○

(フ リガナ)
住 所 又 は 居 所

前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏   名

1 覆尊
ヽ/
監事

タケダマサフミ 令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日

令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日武田 雅史

2 遁罪鼻監事
ホシノスミオ 令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日

年

年

月

月

日

日星野 壽夫

3

ノ″`

野 監事

イトウアユム 令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日

年

年

月

月

日

日伊藤 歩

4 理事・監事″｀プ

タニノマイ 令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日

年 月

月

日

日年谷野 員以

理事・監事

令和 年 月 日

令和年 月 日

年

年

月

月

日

日

′
り 理事・監事

年  月  日

年  月  日

年

年

月

月

日

日

７
‥ 理事 。監事

年  月  日

年  月  日

年

年

月

月

日

日

8 理事・監事
年

年

月 日

日月

年

年

月

月

日

日

9 理事・監事
年  月  日

年  月  日

年

年

月

月

日

日



書式第 4号 (法第 10条 0第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人11全」菫里旦ェ____________

氏   名 住 所 又 は 居 所

1 武田 雅史

2 星野 壽夫

3 伊藤 歩

4 谷野 員以

5 池谷 勝之

6 芹沢 淳

7 浅井 亮太

8 内山 穂南

9 武田 小枝

10 江崎 博菜

12


